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Into my Packet

後藤滋樹の新・社会楽
第28回「幕藩体制」

後藤滋樹
goto@goto.info.waseda.ac.jp
●早稲田大学理工学部情報学科

C  O  L  U  M  N

現代の日本は変革の時代を迎えている。これがどのような変

化をもたらすのか、現在進行中なので誰にもよく分らない。こ

のようなときには、歴史をさかのぼって過去の変革の時代を考

えてみるのも興味深い。

【産業革命か明治維新か】

今回の変化は産業革命（1770年代の英国）に似ている。むし

ろ産業革命が徹底的に進行するという見方がある。産業革命の

時代のキーワードの1つは「分業」であった。分業が成り立つた

めには運輸技術が不可欠である。分業という用語は、アダム・

スミス（1723-1790）の「国富論」（諸国民の富）の中で初めて使

われたという。国富論の冒頭には分業の説明があり、運輸手段

の分析が述べられている。

これに対して現代は通信技術である。通信によって分業がさ

らに進展するというのが、今回の変革を産業革命の徹底と見な

す立場である。

もう1つの見方として、今回の変化を明治維新の第二波とす

る説に注目してみよう。というのも、現代の日本にはまだ幕藩

体制が残っているように感じるからである。

【国有財産は幕府のものか】

インターネットが成功した一因として、

オープンという言葉が使われる。オープン

というのは、技術的な文脈では1社の製品に

閉じて（クローズ）いないことを言う。

実際にインターネットは、社会的な意味で

も昔からオープンであった。インターネットの

骨格の部分はNSFnetと呼ばれていたネットで、1995年4月末ま

では米国政府の予算で運用されていた。その時代でも若干の

ルールを守れば、誰でも使うことができたのだ。

また研究成果についても、米国政府の援助を受けた場合に

は原則として公開される。子細に見れば軍事研究は非公開に

なっているので全部公開とは言えないが、公開するのが原則だ。

ネットワークの研究がこのオープンな環境で進展したという事

実も見逃せない。

これに対して、日本ではいろいろな工夫はあるものの、税金

を使った成果は国のものである。国有財産管理法というのがあ

り、大切に扱わなくてはならないからだ。という次第で、国有

となった研究成果を使うのは大抵の場合には面倒らしい。

この国有というのが、よく考えてみると妙なのだ。国を構成

しているのが国民だとすると、国有とは皆の所有物ということ

になる。しかし、実際には管理されていて自由には使えない。

日本でも国道や橋などは国有財産でも自由に使える。あれは

特別な取り決めがあるという。つまり、原則はオープンではな

いということだ。

ここで私は「国＝幕府」と感じてしまう。幕府の物は民（た

み）の物にはあらず。

【会社の倒産はお家断絶か】

日本社会に残っている幕藩体制はほかにもある。日本では会

社が倒産するのを極度に嫌う。「会社＝藩」と考えているのか、

まさに一大事である。世の中全体が、会社を潰さないようにし

ているのだから、その中で少数の会社だけが気楽に倒産するわ

けにはいかない。

本来は会社という組織は、もっとダイナミックに生成消滅す

るものらしい。古い産業分野の会社が解散すれば、そこに集

まっていた有為な人材が解放される。

その人材は新しい産業分野に移っていく。倒産

した会社の従業員としては、そんなにクールに振

る舞えないかもしれないが、社会全体の動

きとしては合理的だと思う。

会社が藩であるとすれば、行動の規

範も、成果の評価も、藩の内部に存

在する。日本社会というのは、そういうモザイ

ク模様になっているのかもしれない。その結

果として、国全体の姿や意思が不鮮

明になっているのだろうか。

【大久保利通の限界】

国家100年の計という言葉がある。既に明治維新から100年

以上が経過している。いかに当時の計画が優れていたとしても、

もう限界だ。

明治維新の立役者は大久保利通（1830-1878）で、彼が務めた

のは大蔵卿、つまり大蔵大臣である。大蔵省が現代の変革の目

玉になっているのは偶然ではあるまい。

さて、明治維新の第二波によって現代の幕藩体制は変わる

のであろうか。この結果は予測できないのでお楽しみというこ

とになるが、歴史の変化点に立ち会えるのは幸運である。あり

がたいことには、100年前と違って刀を振り回す必要がない。

命は大切にして、この変化の時代をエンジョイしたいものだ。
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